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2014年8月
広島土砂災害(前線、台風)
1時間雨量：121ミリ
死者：74名
◆避難情報

直面する課題：打ち続く激甚水災害と対応
2013年10月
伊豆大島土砂災害（台風）
24時間雨量：824ミリ
死者行方不明：39名
◆避難情報

2015年9月
関東・東北地方豪雨(２台風)
24時間雨量：５５１ミリ（栃木県）
死者：8名
◆避難情報
1339名(ヘリ)、2919名(ボート)
2016年8月
北海道・東北地方豪雨(4台風)
７２時間雨量：251ミリ（岩泉）
死者不明：27名
◆要配慮者施設、地域経済・物流

2017年7月
九州北部豪雨(梅雨前線)
6時間雨量：299ミリ（日田）
死者不明：42名
◆土砂・河川氾濫複合災害

2014年11月：土砂災害防止法改正
・土砂災害危険性の明示
・避難勧告発令・避難体制の支援

2015年1月：新たなステージに対応
した防災・減災の在り方

・命を守る
・社会経済の壊滅的な被害を回避

2015年５月：水防法改正
・最大規模の洪水･内水･高潮対策
・地下街等の避難確保・浸水防止

2015年７月：想定最大外力
策定手法を提示

2015年１２月「水防災意識社会」の
再構築(一級河川)

・避難行動直結型ハザードマップ
・危機管理型ハード

2017年１月「水防災意識社会」の
再構築(中小河川等)

・逃げ遅れゼロ
・地域社会機能の継続性確保

2017年5月水防法改正
・大規模氾濫減災協議会
・要配慮者施設避難計画・訓練
・復旧工事などの代行制度
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直面する課題：打ち続く激甚水災害と対応

土砂災害発生件数

住宅全半壊数

破堤箇所数

床上浸水数

死者・行方不明者数

2,581
18.010

27
7,173

245

平成30年7月豪雨（2018年7月）
豪雨記録アメダス124箇所

（気象庁資料）

（内閣府資料）（平成31年1月9日）

952
33,332

142
8,129

107

令和元年東日本台風（2019年10月）
豪雨記録アメダス120箇所

（令和2年4月10日）
2018年12月大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方(答申) ３か年緊急対策
2019年10月気候変動を踏まえた治水計画のあり方(提言)
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直面する課題：打ち続く激甚水災害と対応

1965年7月 5700 m3/s

1982年7月 5500 m3/s

国宝青井阿蘇神社（人吉市）
の洪水痕跡より、寛文９年
（１６６９年）洪水と同程度の
浸水深であったと推定。

令和2年7月豪雨
（2020年7月)
死者不明：86名
（熊本県：67名）

• 圧倒的な水量
• 要配慮者施設
• 落橋
• 土砂災害

5



小池俊雄
国立研究開発法人土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）センター長

東京大学名誉教授、日本学術会議会員（24-25期）
社会資本整備審議会河川分科会分科会長、科学技術・学術審議会地球観測部会長

令和３年阿賀川直轄改修１００年事業イベント
「気候変動下での流域治水に関するＷＥＢトップセミナー」

気候変動下での流域治水の取り組み

1.直面する課題
1)打ち続く激甚水災害と対応
2)社会の変化

2.変革の方向性
1)水関連政策を俯瞰し、変革へ
2)科学・技術との対話



対流調節

直面する課題：打ち続く激甚水災害と対応

4次(2007)極端事象特別(2011)5次(2013)

放射-対流平衡
（Manabe & Wetherald, 1967）

温室効果

（北海道大学山田朋人博士, 2019）

狭
い
場
所
に
お
け
る
短
時
間
豪
雨
の
増
加
率
が
大
き
い

気候と水循環の変動IPCC評価報告書
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• 「気候の温暖化は疑う余地はない」
（IPCC第４・５次評価報告書）

• 温暖化とともに豪雨の頻度・強度・総
降水量が増加（原理、数値モデル）

• 渇水の確信度は中程度であるが、大規
模長期渇水が頻発（北米、豪、伯）



①平均貯
水位低下

②満水位
を超える
増水

③夏季貯
水量枯渇

1981-2000

2046-2065

直面する課題：打ち続く激甚水災害と対応
バックウォーター現象

土砂・洪水氾濫

異常洪水時防災操作

貯水池への長期的影響（早明浦ダム）

各細線は現在運用での各年1/1-12/31の各日のダム計算水位
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直面する課題：社会の変化

88.2% ≧65歳

高齢者一人当たり対する生産年齢者数
２０００年：３．９人
２０１５年：２．３人
２０６５年：１．４人

要支援者率激増
支援可能者率激減

現
在

（徳島大学金井純子、河川情報センター成果報告会２０１９資料引用）

（土木研究所ICHARM大原美保
主任研究員調査結果引用、2018）

内閣府資料

2016年8月30日台風10号：岩手県岩泉町 高齢者グループホーム「楽ん楽ん」９名全員死亡
2017年6月19日改正水防法施行：要配慮者施設避難計画義務化

平成３０年７月豪雨
における岡山県倉敷市
真備町での犠牲者

2019年10月13日台風19号：埼玉県川越市 特別養護老人ホーム「川越キングスガーデン」120人全員避難
2020年7月4日梅雨前線豪雨：熊本県球磨村 特別養護老人ホーム「千寿園」14名死亡、51名救助
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• 少子高齢化のにより社会は脆弱化し
ている。

• 避難支援体制の強化は不可欠。
• 要配慮者施設の社会における位置づ
け、立地条件の見直しが必要。



土砂災害防止法
特別警戒区域: 
レッドゾーン
警戒区域: 
イエローゾーン

土石流

広島県呉市

• 危険情報は提供されているが、住民には認識されず、行動につながっていない。
• 我がこと感の醸成と仮想体験による先を見越した取り組みの推進が必要。

全壊17戸
死者１名

直面する課題：社会の変化

洪水ハザードマップ 浸水状況
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直面する課題：社会の変化

• 激甚水害による壊滅的な被害からの復旧・復興に従来より長時間を要して
いる、もしくは復旧・復興できていない場合もある。

• 資産被害はソフト対策だけでは回避できず、施設計画への反映が必須。
• 持続可能な（質の高い）成長と合わせた方策が必要。

2015年関東・東北豪雨により被災した事業所の再開状況
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職場の環境

停止日数
（マニュアル）

停止＋停滞日数
（マニュアル）

治水経済調査マニュアル（H7-8年の被災
例に基づく）よりも、長い休業日数を要した
事業所も多い。断水等により、浸水が浅く
ても長期の休業を強いられた事例もある。

経過月数（月）

調査対象の業種 休業日数と浸水深さの分析 売上額・職場環境の回復状況
2016年9月(被災1年後）

水害から1年後でも、売上が100％
に回復した事業所は約半数。
地域経済は今も回復の途上にある。

（土木研究所ICHARM大原美保主任研究員調査結果引用、2018）
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直面する課題：打ち続く激甚水災害と対応

Sep. 3 Sep. 4 Sep. 5

過去最大高潮記録
1961年9月: 293cm

329cm

関西国際空港

台風２１号2018年９月４日 1961.9 2018.9
浸水面積 3,100ha 0
浸水戸数 130,000戸 0

施設費：1300億円
維持費：200億円
投資効果：17兆円
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• 社会資本整備の投資効果は非常に
大きく、被害軽減に大きく貢献。

• 整備水準を超える外力の発生して
おり、ソフト対策だけでは対応で
きない。

• 整備水準の見直しと整備の工夫、
長期的な投資体制の確立が必要。



直面する課題：社会の変化 13

（東京大学横張真教授資料, 2020.11）

（内閣府資料より国土政策局作成、2020.08）

感染症の影響下における地方移住への関心の変化

感染症の影響下における
緑地・農地の利用と意識

地震や洪水による災害リスクと新型コロナウイルスの感染
リスクの影響を比較すると、新型コロナウイルス感染症の
影響が大きいと考えている人が多い。

（環境防災総合政策研究機構環境・防災研究所資料、2020.04）

感染リスクと災害リスクの重み

• 激変する社会に対し、人々
の意識変化が進んでいる。

• リスク認知を基に、社会資
本のストック効果と意識変
化をつなぐ工夫が必要。
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変革の方向性：水関連政策を俯瞰し、変革へ

施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える、水防災意識社会の再構築
洪水防御の効果の高いハード対策と命を守るための避難対策とのソフト対策の組合せ

今後も水災害が激化。これまでの
水災害対策では安全度の早期向上
に限界があるため、整備の加速と、
対策手法の充実が必要。

気候変動の影響

人口減少や少子高齢化が進む中、
「コンパクト+ネットワーク」を
基本とした国土形成により地域の
活力を維持するためにも、水災害
に強い安全・安心なまちづくりが
必要。

社会の動向

5GやAI技術やビッグデータの活
用、情報通信技術の進展は著しく、
これらの技術を避難行動の支援や
防災施策にも活用していくことが
必要。

技術革新

○ 近年の水災害による甚大な被害を受けて、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪
水に備える水防災意識社会の再構築を一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる関
係者が協働して流域全体で行う、流域治水への転換を推進し、防災・減災が主流となる社会を目指す。

これまでの対策

こ
れ
か
ら
の
対
策

気候変動を
踏まえた、
計画の見直し

持続可能性

将来にわたり、継続的に対策に
取組、社会や経済を発展させる

河川の流域全体のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う持続可能な治水対策
「流域治水」への転換

強靭性

甚大な被害を回避し、早期復旧・
復興まで見据えて、事前に備える

包摂性

あらゆる主体が協力して
対策に取り組む

変

化

対策の
重要な
観点
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国土交通省水管理・国土保全局資料



変革の方向性：水関連政策を俯瞰し、変革へ 16

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

河川区域

集水域

河川区域

氾濫域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

氾濫域

②被害対象を減少させる①氾濫をできるだけ防ぐ・減ら
す

流域治水とは：国土交通省水管理・国土保全局資料

③被害の軽減、早期復旧・復興

• 縦割り（省庁）・横割り（国・地方・民間）の壁を取り払い、個別能力と連携を強め
た統合的・先見的な政策立案と実行体制の確立。

• 守り（直接被害軽減）から攻め（間接被害軽減と開発余剰）の投資 新たな成長。
• 魅力・誇り（シビックプライド）ある社会。（東京理科大学伊藤香織教授資料, 2020.10）



変革の方向性：水関連政策を俯瞰し、変革へ 17

ガバナンス 法改正

ファイナンス 予算措置

科学技術 知の統合
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より良い復興(Build Back Better)

観測・監視・予測
（大容量・高速）

社会・経済調査・統計
（多様・情報保護）

事前防災対応

社
会
機
能
低
下

避難

応急

復旧
復興

市民
コミュニティ

仮想現実

訓練・計画

災害リスク
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社会
資本
投資

土地
利用
開発

質の高い成長

データ統合・情報融合・シンセシス・共有

地方自治体
国

企業

実時間情報蓄積情報

平常時
環境・開発

災害時
防災・減災

災害レジリエンス持続可能性

発災

リスク
軽減

シームレスに移行



社
会
機
能
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高精度VR版 VRご当地普及版高精度映像版
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コロナ禍での水害対応ヒヤリハット想定と標準運用手続き(SOP)での市町村支援システム

・市町村：
学習と改善による対応
力強化

・都道府県・国：
格差の理解と改善支援

・部局間協働の促進

第１回試行実験
（2020年8-9月)
群馬県安中市
千葉県袖ケ浦市
神奈川県川崎市
神奈川県茅ヶ崎市
岡山県矢掛町
岐阜県安八町
広島県竹原市
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リアルタイム観測（降雨、水位、カメラ)

全国１７４２市町村
水害対応支援システム
（DIAS/IDRIS)

ハザードマップ＋避難所情報

中小河川洪水早期警戒情報（観測値を用いた２~４時間予測）提供システム
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データ統合・解析システム(DIAS)：第３期
科学技術基本計画国家基幹技術として
開発（文部科学省研究開発局・東大）

国交省による治水計画の変更

文科省、気象庁、環境省による気候変動予測

地球温暖化対策に資するアンサンブル気候
予測データベース（ｄ４PDF)

• 全球：解像度60km、過去6000年分、将来2℃
上昇3240年分、4℃上昇5400年分

• 日本付近：解像度20km、過去3000年分、将来
2℃上昇3240年分、4℃上昇5400年分

• 地球シミュレータ特別推進課題、SI-CAT気候変
動適応技術社会実装プログラム：d4PDF(5km) 

データや情報を仮想空間(サイバー空間)で統合・解
析して、現実空間(フィジカル空間)に適用することに
よって「社会のありよう」を変える。

Society 5.0
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小池俊雄
国立研究開発法人土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）センター長

東京大学名誉教授、日本学術会議会員（24-25期）
社会資本整備審議会河川分科会分科会長、科学技術・学術審議会地球観測部会長

令和３年阿賀川直轄改修１００年事業イベント
「気候変動下での流域治水に関するＷＥＢトップセミナー」

気候変動下での流域治水の取り組み

1.直面する課題
1)打ち続く激甚水災害と対応
2)社会の変化

2.変革の方向性
1)水関連政策を俯瞰し、変革へ
2)科学・技術との対話


